
イラン大使館前でのイラン人たちの集会 真正の日本民族主義者の「変化」と奮闘

2月28日の攻撃直後にドイツ・ドレスデンで
見たイラン反政府勢力のイラン爆撃支持デモ

中国はこういう
形で活発に外交

自国の米軍基地を
攻撃された諸国の
参戦を抑止する外
交



現行法で日本が軍事行動が想定される諸ケース

①-1「武力攻撃事態」=日本が直接に攻撃され自衛隊のみが対応するケース

①-2「武力攻撃事態」=日本が直接に攻撃され安保条約が発動されるケース

①-3「武力攻撃事態」=在日米軍基地が攻撃され安保条約が発動されるケース

②「存立危機事態」=米軍が日本の外で攻撃され安保条約が発動されるケース
※これが11/7高市答弁の事態 。

③「重要影響事態」これ以外にも攻撃もされていない米軍が例えば中台の開戦
後に参戦し、それに安保条約が発動されるケース

日中共同声明に関する意図的誤報の流布
• 「中華人民共和国政府は、台湾が中華人民共和国の不可分の一部で

あることを重ねて表明する。日本国政府は、この中華人文共和国政
府の立場を十分理解し、尊重し、ポツダム宣言第八項に基づく立場
を堅持する」

• ポツダム宣言第8項目
「「カイロ宣言」の条項は、履行せらるべく、又日本国の主権は、

本州、北海道、九州及び四国並びに吾等の決定する諸小島に局限せら
るべし。」

• カイロ宣言
「同加盟国の目的は、日本国より1914年の第一次世界大戦の開始以

降に日本が奪取又は占領した太平洋におけるすべての島を日本国から
はく奪すること、並びに満洲、台湾及び澎湖島のような日本国が清国
人から盗取したすべての地域を中華民国に返還することにある。」

中国本土は台湾の28年の総統選に期待している
=平和統一への道として本土が考える方法

過去には非常に関係の良かった両岸 24年総統選でも「反戦派」が過半数

台湾有事を起こさせないために
--
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---少数者・少数民族の視点から---



多数者と少数者
多数民族と少数
民族

「中台(両岸)の関係」は日本と沖縄の関
係に似ている

①よく似た過去の歴史
+現在の本土と沖縄の関係
(この現在の関係の解消・改善
なくして大陸中国にモノ申せ
ないということ)

②ただし、「台湾内部」にも実
は似た関係があるということ

金門島と大陸本島との関係

過去に罪状のある日本
として考えねばならないこと

良心的な中国人もがどうしても「平和のためには軍事力強化が必要」
と考えてしまうのは何故か?

台湾の人々が大陸に対して払拭しきれない不信感を持つのは何故か?

台湾が「国」のようになってしまった大きな原因としての「日本植民
地の50年」

その国が再度米国と一緒に戦争をけしかけるのはあってはならない

「台湾問題」で中国が考えていること

• 中国の関心は「台湾の平和統一」**
(軍事的威嚇が逆効果だった過去の総統選、

福建省省長だった習近平の経歴も重要)

• 衝突を極力避ける為のグレー戦略 ⇒

• (その際の偶発的衝突の防止)
(米中間の「軍事海洋協議協定」の締結作業)

• 日米の関与を避けるのも重要**
(この点が11/7高市答弁と関わる)

• その法的根拠の認識を示したウクライナ戦争への対処**



現行法で日米が介入できる諸ケース
①「武力攻撃事態」=在日米軍基地が攻撃され、「集団的自衛権の発動」で
自衛隊が動員されるケース⇒安保条約の発動

②「存立危機事態」=米軍が日本の外で攻撃され、それを利用した「集団的
自衛権の発動」で自衛隊が動員されるケース⇒安保条約の発動
※これが11/7高市答弁の事態 。海上封鎖⇒米軍出動⇒交戦⇒自衛隊出動

③日本国内や近海の自衛隊が攻撃され、自衛隊が出動するケース
⇒安保条約が発動されず米軍が動かない可能性
核大国中国との直接対決を望まない米国はこれをもっとも期待する

・これ以外にも攻撃もされていない米軍が中台の開戦後に参戦し、それを
「重要影響事態」と認識して日本が対応する可能性もあるが・・・

露の論理とありうる日米の論理が同じであること

独立宣言

独立
承認

軍事同
盟締結

集団的
自衛権
の発動

「双方の一方的な現状変更に反
対する」との米国務省声明
(高市発言を踏まえた声明)

国際法の論理で最も被害を被っているのは、
「周辺」地域＝「少数民族」の地域

したがって、「国際法の穴」にも関心を向けておく必要性



国際法は帝国主義の論理!!
帝国主義のアフリカ分割 南太平洋の仏領、英領、アメリカ領

去年の交流会

1昨年の
交流会

台湾人民の現在の
闘いを知る

トランプは台
湾にGDP比
10%の軍事費
を要求。
しかし、台湾
議会はアメリ
カの要求を拒
否!!

日本も台湾に
見習おう!!

総統選では
勝ったが議会
選では負けた
与党民進党の
一昨年の選挙

20-30代の投票総数410万票のうちの過半数56%を総統選で
民衆党が獲得=233万票。これは総得票数の63%を占めた。



選挙前日、当日の民進党の集会にて

民進党政権は世界
で唯一イスラエル
のパレスチナへの
入植に資金援助も
している。

5月米中会談後の
トランプ発言

専用機内で米記者団に対して語った
内容
（習近平主席とは台湾についてたくさん話し合った。台湾
とイラン、どちらの問題についても、非常に良い相互理解
が得られた）
1982年にレーガン大統領は、台湾への武器売却について
中国と協議しないと約束したと聞かれ「1982年はとっく
の昔のことだ。本当に昔のことだ」「今私たちが最も必要
としていないのは戦争だ。9500マイルも離れた場所で の
戦争は、私たちが最も望まないことだ」

FOXニュースのインタビュー
「独立 するのは危険なことだ。彼らは戦争を起こしたい
から独立しようとしているし、アメリカが後ろ 盾になっ
てくれると考えている」「誰かが独立して、9500 マイル
も離れた場所まで私は戦争 に行くなんて望まない。そん
なことは望んでいない」「台湾への武器売却と聞かれて、
中国次第だ。率直に言ってそれは我々にとって非常に良
い交渉材料だ。」

鄭麗文国民党党
首は強い!!
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US is just the temporal friend of China
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米中摩擦とウ戦争を通じての米中2極化の進行
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「経済援助」=「一帯一路」で代表される中国外交
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日本統治時代を全面否定
できない台湾の事情

しかし、清朝時代の遺跡もある

2つの抗日蜂起事件 中国政府への提言

• そして、財界視点の国民党のみを頼りとする考えを改めるべき。台湾
が「国内」であるのなら、その民衆が何を期待しているのかを基準に
考えなければならない。過去の「解放台湾」のスローガンはそういう
ものであった。

• 台湾の民主主義がほぼ有効に機能していることを認識すべき

• それを前提に、「統一」の新たな枠組みの提案が必要
例えば、従来の「一国両制」に加え「外交権を持つ特別自治区」

旧ソ連のウクライナ、ベラルーシと同じ、WHOにも加盟
独自の軍隊は持たないが、それ以外は殆ど「国」と変わら

ない自治区。


